
６建住第 384 号  

令和７年（2025 年）３月 31 日  

 

一般社団法人 長野県建設業協会 会長 様 

 

建 設 部 長      

                                  （公印省略） 

 

建築基準法施行細則の一部改正について（通知） 

 

 

別添県報写しのとおり建築基準法施行細則（昭和 35 年長野県規則第 63 号）の一部を改正しました。

改正の概要は下記のとおりです。 

 この改正により、７月以降も引き続き従来の調査項目により特定建築物の調査を実施することになり、

また、常閉防火扉の調査を特定建築物調査で行うことで防火設備での定期報告は不要となります。 

つきましては、貴会員への本改正等の周知をお願い致します｡ 

 

 

 

記 

 

 

１ 主な改正内容 

 （１）建築基準法の一部改正に伴う条項ずれを改正する。（第２条関係） 

 （２）国土交通省告示の改正により、建築基準法第 12 条第１項の規定による特定建築物の定期調査及

び報告並びに同条第３項の規定による特定建築設備等の定期検査及び報告の対象項目等のうち、

重複するものが削除されることとなった。 

    これにより、従来、特定建築物の定期調査及び報告の対象となっていた建築設備に係る調査項目

のうち一部が対象外となるため、継続して調査対象となるよう必要な項目、方法及び結果の判定基

準を付加する。 

 また、同じく、告示の改正により特定建築物調査から防火設備検査で行うこととなった常閉防火

扉に係る調査項目について、特定行政庁が規則で定めた場合は特定建築物調査で実施可能である

ことから、継続して同調査で行えるよう必要な項目、方法及び結果の判定基準を付加する。（第４

条の３関係） 

 

２ 施行日 

令和７年４月１日（第２条関係） 

令和７年７月１日（第４条の３関係） 

 

 



３ その他 

 （１）関係する国土交通省告示は以下のとおりです。 

・建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における点検の項目、方法及び結果の判定基

準並びに調査結果表を定める件（平成 20 年国土交通省告示第 282 号） 

・昇降機の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事項、方法及び結果の判

定基準並びに検査結果表を定める件（平成 20 年国土交通省告示第 283 号） 

・遊戯施設の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事項、方法及び結果の

判定基準並びに検査結果表を定める件（平成 20 年国土交通省告示第 284 号） 

・建築設備（昇降機を除く。）の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事

項、方法及び結果の判定基準並びに検査結果表を定める件（平成 20年国土交通省告示第 285 号） 

・防火設備の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事項、方法及び結果の

判定基準並びに検査結果表を定める件（平成 28 年国土交通省告示第 723 号） 

・定期報告を要しない通常の火災時における避難上著しい支障が生ずるおそれの少ない建築物等

を定める件（平成 28 年国土交通省告示第 240 号） 

（改正公布 令和７年１月 29 日、施行 令和７年７月 １日） 

 

（２）付加項目について調査を行った場合は、調査結果表の「上記以外の調査項目」欄、又は別添の参

考様式に調査結果を記入し、報告することとしてください。 

 

 

 

 

 

 

（問い合わせ先） 

建築住宅課指導審査係 吉川 

電 話 ０２６－２３５－７３３５（直通） 

ＦＡＸ ０２６－２３５－７４７９ 

E-mail kenchiku-shido@pref.nagano.lg.jp 
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建築基準法施行細則 

 

改 正 案 現  行 

（建築主事の所管事務） （建築主事の所管事務） 

第２条 長野県組織規則（昭和44年長野県規則第16号）の規定に基づき建設部

建築住宅課に置かれる建築主事は、次に掲げる審査又は確認を行うものとす

る。 

第２条 長野県組織規則（昭和44年長野県規則第16号）の規定に基づき建設部

建築住宅課に置かれる建築主事は、次に掲げる審査又は確認を行うものとす

る。 

(１) 略 (１) 略 

(２)  建築物の計画が法第６条の３第１項第１号に規定する特定構造計算

基準若しくは同号に規定する特定増改築構造計算基準又は法第18条第５項

第１号に規定する特定構造計算基準若しくは同号に規定する特定増改築構

造計算基準に適合するかどうかの審査 

(２) 建築物の計画が法第６条の３第１項ただし書に規定する特定構造計算

基準若しくは同項ただし書に規定する特定増改築構造計算基準又は法第18

条第４項ただし書に規定する特定構造計算基準若しくは同項ただし書に規

定する特定増改築構造計算基準に適合するかどうかの審査 

２ 略 ２ 略 

 （調査及び点検の項目等の付加） 

第４条の３ 建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における点検の

項目、方法及び結果の判定基準並びに調査結果表を定める件（平成20年国土

交通省告示第282号）第２の規定により付加する法第12条第１項に規定する調

査及び同条第２項に規定する点検の項目、方法及び結果の判定基準は、別表

第１のとおりとする。 

（新設） 

（多雪区域の指定等） （多雪区域の指定等） 

第９条 政令第86条第２項ただし書の規定により指定する多雪区域は、垂直積

雪量が１メートル以上の区域とし、その区域における積雪の単位荷重は、積

雪量１センチメートルごとに１平方メートルにつき30ニュートン以上とす

る。 

第９条 政令第86条第２項ただし書の規定により指定する多雪区域は、垂直積

雪量が１メートル以上の区域とし、その区域における積雪の単位荷重は、積

雪量１センチメートルごとに１平方メートルにつき30ニュートン以上とす

る。 

２ 政令第86条第３項の規定により定める垂直積雪量の数値は、別表第２に定

める算式により求めたものとする。 

２ 政令第86条第３項の規定により定める垂直積雪量の数値は、別表第１に定

める算式により求めたものとする。 

３ 略 ３ 略 

（許可の申請） （許可の申請） 

第15条 条例第４条ただし書又は第５条ただし書の規定により許可を受けよう

とする者は、災害危険区域内建築許可申請書（様式第７号）正副２部に、そ

れぞれ別表第３に掲げる図書（木造の建築物にあつては、構造計算書を除く。）

を添えて知事に提出しなければならない。 

第15条 条例第４条ただし書又は第５条ただし書の規定により許可を受けよう

とする者は、災害危険区域内建築許可申請書（様式第７号）正副２部に、そ

れぞれ別表第２に掲げる図書（木造の建築物にあつては、構造計算書を除く。）

を添えて知事に提出しなければならない。 

（別表第１）（第４条の３関係） 

 区分 項目 方法 判定基準  

（新設） 
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改 正 案 現  行 

 １ 建

築物

の内

部 

⑴ 常

時閉

鎖し

た状

態に

ある

防火

扉

（以

下こ

の表

にお

いて

「常

閉防

火

扉」

とい

う。）

ア 閉鎖又は

作動の障害と

なる物品の放

置並びに照明

器具及び懸垂

物等の状況 

目視又はこれに類す

る方法（以下この表

において「目視等」

という。）により確

認する。 

物品が放置されてい

ること等により常閉

防火扉の閉鎖又は作

動に支障があるこ

と。 

 

 
 

イ 扉の取付

けの状況 

目視等又は触診によ

り確認する。 

取付けが堅固でない

こと。 

 

 

 

ウ 扉、枠及び

金物の劣化

及び損傷の

状況 

目視等により確認す

る。 

変形、損傷又は著し

い腐食により遮炎性

能又は遮煙性能に支

障があること。 

 

 

 

エ 固定の状   

 況 

目視等により確認す

る。 

常閉防火扉が開放状

態に固定されている

こと。 

 

  オ 人の通行

の用に供す

る部分に設

ける常閉防

火扉の作動

の状況 

扉の閉鎖時間を測定

し、扉の質量により

運動エネルギーを確

認するとともに、必

要に応じて閉鎖力を

測定する。 

防火区画に用いる防

火設備等の構造方法

を定める件（昭和48

年建設省告示第2563

号）第１第１号の規

定に適合しないこ

と。 

 

 

 

 

  ⑵ 居

室の換

気 

ア 換気設備

の作動の状

況 

各階の主要な換気設

備の作動を確認す

る。ただし、１年以

内に実施した法第12

条第３項に規定する

検査又は同法第４項

に規定する点検（以

下この表において

「検査等」という。）

の記録がある場合に

あつては、当該記録

換気設備が作動しな

いこと。 
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改 正 案 現  行 

を確認することで足

りる。 

  イ 換気の妨

げとなる物

品の放置の

状況 

目視等により確認す

る。 

換気の妨げとなる物

品が放置されている

こと。 

 

 ２ 避

難施

設等 

⑴ 防

煙壁 

可動式防煙壁

の作動の状況 

各階の主要な可動式

防煙壁の作動を確認

する。ただし、１年

以内に実施した検査

等の記録がある場合

にあつては、当該記

録を確認することで

足りる。 

可動式防煙壁が作動

しないこと。 

 

 ⑵ 非

常用

の照

明装

置 

ア 非常用の

照明装置の

作動の状況 

各階の主要な非常用

の照明装置の作動を

確認する。ただし、

１年以内に実施した

検査等の記録がある

場合にあつては、当

該記録を確認するこ

とで足りる。 

非常用の照明装置が

作動しないこと。 

 

 イ 照明の妨

げとなる物

品の放置の

状況 

目視等により確認す

る。 

照明の妨げとなる物

品が放置されている

こと。 

 

  

  

  
 

 

（別表第２）（第９条関係） 略 

 

（別表第１）（第９条関係） 略 

（別表第３）（第15条関係） 略 （別表第２）（第15条関係） 略 
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定期報告告示の見直しについて

「建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における点検の項目、方法
及び結果の判定基準並びに調査結果表を定める件等の一部を改正する告示
の施行について（国住指第369号 令和７年１月29日）」参考資料



〇現行制度

• 特定建築物定期調査では、各階の主要な「換気設備」、
「排煙設備」、「可動式防煙壁」、「非常用の照明装置」
について、作動するかを確認。

• 建築設備等定期検査では、 「換気設備」、「排煙設備」、
「可動式防煙壁」、「非常用の照明装置」について、単な
る作動の状況の確認にとどまらず、詳細な検査を実施。

特定建築物定期調査で実施している各階の主要な「換気設備」、「排煙設備」、「可動式防煙壁」、「非常用の照
明装置」の作動の状況について、建築設備等定期検査で実施することとする。

令和６年６月28日公布 令和７年７月１日施行

〇改正案

• 「換気設備」、「排煙設備」、「可動式防煙壁」、「非常用
の照明装置」の作動の状況の確認は、建築設備等定期
検査でまとめて実施。

• 「換気設備」、「非常用の照明装置」の物品の放置の状
況の確認は、建築設備等定期検査で実施。

〇課題

• 「換気設備」、「排煙設備」、「可動式防煙壁」、「非常用の照明装置」の作動の状況について、特定建築物定期検査と建築設
備等定期検査で項目が重複している。

• 特定行政庁の指定状況により建築物で調査する所と建築設備で検査する所とでバラつきがある。

建築設備等定期検査特定建築物定期調査

設置

作動
（作動するかどうか）

作動
（基準値に合っているか）

物品の放置

※建築設備の検査対象を指定していない特定行政庁に対しては、
積極的に指定することを促す。

建築設備等定期検査特定建築物定期調査

設置

作動
（作動するかどうか） 作動

物品の放置 物品の放置



〇現行制度

• 特定建築物定期調査では、「非常用エレベーター」につい
て、作動するかを確認。

• 昇降機定期検査では、 「非常用」について、単なる作動
の状況の確認にとどまらず、詳細な検査を実施。

特定建築物定期調査で実施している「非常用エレベーター」の作動の状況について、昇降機定期検査で実施するこ
ととする。

〇改正案

• 「非常用エレベーター」の作動の状況の確認は、昇降機定
期検査でまとめて実施。

〇課題

• 「非常用エレベーター」の作動の状況に関するについて、特定建築物定期検査と昇降機定期検査で項目が重複している。

• 建築物の定期報告対象と昇降機の定期検査対象は100％一致している。

昇降機定期検査特定建築物定期調査

設置

作動
（作動するかどうか）

作動
（基準値に合っているか）

物品の放置

昇降機定期検査特定建築物定期調査

設置

作動
（作動するかどうか） 作動

物品の放置

令和６年６月28日公布 令和７年７月１日施行



〇現行制度

• 特定建築物定期調査では、各階の主要な
「常時閉鎖式防火扉（常閉防火扉）」につ
いて、運動エネルギー等、作動するかを確認。

• 防火設備定期検査では、 「随時閉鎖式防
火扉（随閉防火扉）」について、運動エネル
ギー等、作動の状況の確認にとどまらず、連動
機構に関する詳細な検査を実施。

特定建築物定期調査で実施している各階の主要な「常時閉鎖式防火扉（常閉防火扉）」の運動エネルギー等と
作動の状況について、防火設備定期検査で実施することとする。

〇改正案

• 「常閉防火扉」について、運動エネルギー等、本体と枠の劣化及び損
傷の状況、作動の状況、物品の放置の状況、固定の状況の確認は、
防火設備定期検査で実施。

• 平成28年国土交通省告示第240号（以下「H28告示第240号」と
いう。）を改正し、常閉防火扉を防火設備定期検査の対象に追加。

〇課題

• 防火扉の運動エネルギー・閉鎖力と作動の状況について、常時閉鎖式防火扉は特定建築物定期検査で実施し、随時閉鎖式
防火扉は防火設備定期検査で実施しているが、いずれも防火設備定期検査で実施することで効率性向上が可能。

防火設備定期検査
（随閉防火扉）

特定建築物定期調査
（常閉防火扉）

防火設備定期検査特定建築物定期調査
（常閉防火扉） （随閉防火扉）（常閉防火扉）

運動エネルギー等

作動

運動エネルギー等

作動

連動機構

物品の放置

固定の状況

劣化及び損傷

物品の放置

設置

運動エネルギー等

物品の放置

作動

固定の状況

劣化及び損傷

運動エネルギー等

作動

連動機構

物品の放置

劣化及び損傷 劣化及び損傷

R6.6.28公布 R7.7.1施行

設置

運動エネルギー等

物品の放置

作動

固定の状況

劣化及び損傷

R７.1.29公布 R7.7.1施行

検査対象を各階の主要な常閉防火扉に限定する

常閉防火扉は、従前どおりの周期（概ね１年～３年に１回）とする



防火設備の種類

改正内容
防火設備

定期検査対象
（H28告示第240号） ドレンチャー等

（別表第四）
耐火クロススクリーン

（別表第三）
防火シャッター
（別表第二）

防火扉
（別表第一）

検査対象外検査対象外検査対象外検査対象外【改正前】

常時閉鎖式
防火設備 全数検査全数検査全数検査

全数検査
劣化及び損傷・物品放置・固定

の状況

各階の主要なもの
※運動エネルギー・作動の状況

【R6.6.28改正】

・特定建築物定期調査で実施
していた常閉防火扉に係る調
査を、防火設備定期検査で
実施するための改正

検査対象外検査対象外検査対象外

各階の主要なもの※
１

【R6.6.28改正の見直し】

・防火設備定期検査における
常閉防火扉の検査対象を
各階の主要な常閉防火扉に
限定するための改正

全数検査全数検査全数検査全数検査改正なし随時閉鎖式
防火設備

※１ 原則、下記とする
①避難経路に設けられたもの
②吹抜きに面して設けられたもの
③日常の通行が多く開閉作動の頻度
の高いもの

その他、安全上必要なものとして
下記を対象とすることも考えられる。
④前回の検査時に検査しなかったもの
⑤前回の検査時に指摘のあったもの

R７.1.29公布 R7.7.1施行



〇防火設備定期検査における検査対象であって、特定建築物定期調査における調査対象ではない建築物は、「H28告
示第240号第３第２号に規定する『病院、診療所等の用途に供する床面積の合計が200㎡を超えるもの』 のうち、
同告示第３第１号に規定するものに該当しないもの」と整理される。

〇令和６年６月28日公布の改正では、防火設備定期検査で実施することとなる「常閉防火扉」に係る項目については、
従前（特定建築物定期調査）よりも調査・検査の対象となる建築物の範囲が拡大することとなっていたところ。

〇防火設備定期検査のうち、常閉防火扉に係る検査項目について、検査を要する建築物の対象を、特定建築物定期
調査の対象建築物と同一（H28告示第240号第１各号に掲げる建築物）とする見直しを行うこととする。

※あわせて、検査対象を「各階の主要な」常閉防火扉に限定する。

R７.1.29公布 R7.7.1施行

※病院、診療所等の用途に供する
床面積200㎡～300㎡の建築物

防火設備定期検査の対象建築物（H28告示第240号第３各号）

常閉防火扉の
検査対象から除外※

＜防火設備定期検査において実施する常閉防火扉の検査対象範囲＞

常閉防火扉の検査対象範囲

特定建築物定期調査の対象建築物
（H28告示第240号第１各号）



③
随閉防火扉のみ
設置されている
建築物

②
常閉防火扉と随閉防火扉の両方が

設置されている建築物

①
常閉防火扉のみ
設置されている
建築物

H28-240号第３第２号の用途等
における調査・検査の別

随閉防火扉常閉防火扉

なしなしなしなし
改正前

200㎡未満
R6.6.28改正後

防火設備検査防火設備検査

なしなし改正前

200㎡～300㎡
防火設備検査防火設備検査R6.6.28改正後

なし
（H28告示第240号を改正し、
対象から除外する。）

なし
（H28告示第240号を改正し、
対象から除外する。）

見直し改正

防火設備検査防火設備検査

特定建築物調査特定建築物調査改正前

300㎡超

防火設備検査防火設備検査R6.6.28改正後

防火設備検査
または

特定行政庁が規
則で定める場合
特定建築物調査
にて実施可

防火設備検査
または

特定行政庁が規
則で定める場合
特定建築物調査
にて実施可

見直し改正

〇特定行政庁が規則で特定建築物定期調査に「各階の主要な常閉防火扉」に係る項目を付加した場合、防火設備定期検
査による検査を省略可能とする。この場合に、付加した項目による調査を要する建築物についても規則で指定できるようにする。
例）①常閉防火扉のみ設置されている建築物→特定建築物定期調査

②常閉防火扉と随閉防火扉の両方が設置されている建築物→防火設備定期検査

R７.1.29公布 R7.7.1施行



〇現行制度

• 調査結果表に配置図及び各階平面図を添付し、指摘の
あった箇所（特記すべき事項を含む）や撮影した写真の
位置等を明記することとしている。

特定建築物定期調査の調査結果図に防火区画を明示し、建築設備等定期検査や防火設備定期検査で当該
調査結果図を活用することにより、業務の効率化を図る。

〇改正案

• 調査結果表に添付する各階平面図に「防火区画」を明示
することとする。

〇課題

• 建築設備等定期検査や防火設備等定期検査に当たって、防火区画が事前に把握できていれば、効率的で適切な検査が実施
できるものの、現状では発注者から検査者に対して検査に必要な図面等の情報提供がなされていない。

• 特定建築物定期調査の調査結果は、建築設備等定期検査や防火設備定期検査に活用されていない。

※調査・検査の業務の効率化に資するよう、発注者か
ら検査者に対して、適切な情報提供を実施すること
を促進する。

令和６年６月28日公布 令和７年７月１日施行



「目視により確認する」とされている調査・検査項目について、センサー等新技術を活用することにより合理的な調査・
検査を可能にする。

〇現行制度

• 定期調査・検査（建築物、昇降機、遊戯施設、建築設
備、防火設備）において、「目視により確認する。」とされて
いる調査・検査項目が多数存在する。

〇改正案

• 定期調査・検査（建築物、昇降機、遊戯施設、建築設
備、防火設備）において、「目視により確認する。」とされて
いる調査・検査方法について新技術を活用することを可能
とするため、「目視又はこれに類する方法により確認する。」
と改正する。

※ 「これに類する方法」として、技術的助言又は「調
査・検査業務基準」で赤外線装置・可視カメラ・セン
サー等の新技術を例示させる

〇課題

• 調査・検査の方法として、調査員又は検査員による「目視により確認する。」という形になっており、実質的に資格者の立会いが
必要である。

• 調査・検査そのものを合理化・高度化するため、センサー技術等の新たに開発される技術のうち、調査・検査における活用可能
性が検証できたものについては実用可能な仕組みを構築する必要がある。

令和６年６月28日公布 令和７年７月１日施行



「非常用の照明装置」の点灯の状況及び予備電源の性能並びに照度の状況について、新技術を活用することにより
合理的な検査を可能にする。

〇現行制度

• 予備電源の検査は、全ての非常用の照明装置について
作動の状況及び点灯時間を確認するとされている。

• 照度の検査は、避難上必要となる部分について低照度
測定用照度計により測定することとされている。

〇改正案

• 予備電源の検査について、自動検査機能を有する場合に
は、非常点灯終了後の機器の表示等により確認すること
を可能とする。（検査対象は変更しない）

• 照度の検査について、自動検査機能を有し、かつ、非常
用の照明装置としてLEDを用いている場合には、非常点
灯終了後の機器の表示等により確認することを可能とする。
（検査対象は変更しない）

〇課題

• 非常用の照明装置の点灯の状況及び予備電源の性能は全数検査、照度の状況については、避難上必要となる部分について
検査を実施するが、１台当たりの検査にかかる時間数が多大である。

• 非常用の照明装置においては、一部自動検査機能が搭載されているにも関わらず活用ができていない。

• 非常用の照明装置においては、所定の点灯時間と照度を確認することとなっており、他の検査と平行して検査ができない

検査方法検査項目
・作動の状況及び点灯時間を確認

予備電源

・低照度測定用照度計により測定

照度

検査方法検査項目
・作動の状況及び点灯時間を確認
・自動検査機能を有する場合には、非常点灯
終了後の機器の表示等により確認

予備電源

・低照度測定用照度計により測定
・自動検査機能を有し、かつ、非常用の照明
装置としてLEDを用いている場合には、非常
点灯終了後の機器の表示等により確認

照度

令和６年６月28日公布 令和７年７月１日施行



〇現行制度

• 構造基準では、人の通行の用に供する部分の防火扉等
について、危害防止装置の設置を求めている。

• 防火設備定期検査では、人の通行の用に供する部分以
外の防火扉等に設けられている危害防止装置についても
検査を求めている。

防火設備定期検査で実施している防火扉、防火シャッター、耐火クロススクリーンの「危害防止装置」の検査項目に
ついて、人の通行の用に供する部分に限ることを明確化する。

〇改正案

• 構造基準と検査基準を一致させるため、防火設備定期
検査における防火扉等の危害防止装置の検査項目を
「人の通行の用に供する部分に限る。」ことを明確化する。

〇課題

• 危害防止装置に関する構造基準と検査基準との間でズレが生じており、人の通行の用に供する部分以外の部分に設置されてい
る危害防止装置についても検査を実施する必要があり、合理性に欠ける。

人の通行の用に
供する部分以外の部分

人の通行の用に
供する部分

設置不要設置必要
防火扉等の

危害防止装置の
構造基準

検査必要検査必要
防火扉等の

危害防止装置の
検査基準

人の通行の用に
供する部分以外の部分

人の通行の用に
供する部分

設置不要設置必要
防火扉等の

危害防止装置の
構造基準

検査不要検査必要
防火扉等の

危害防止装置の
検査基準
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構造基準では基準適合を求めていない一方で、調査・検査基準において基準適合を求めているもの等については、
調査・検査基準から削除する。

〇課題

• 建築確認を受けているにもかかわらず、調査・検査基準において要是正と判定され、所有者側の対応が困難であるケースが生じ
ている。

〇現行制度

• 特定建築物における調査項目のうち、防火区画に用いる
戸の閉鎖力及び運動エネルギーについては、構造基準で
は基準適合を求めていない一方で調査基準で適合を求め
ている。

• 昇降機のうち、小荷物専用昇降機における機械室の点検
用コンセント等は構造基準では基準適合を求めていない
一方で、検査基準において基準適合を求めているものがあ
る。

〇改正案

• 該当する調査・検査項目を削除する。

削除する調査・検査項目
• 戸の閉鎖力及び運動エネルギーの計測建築物
• 小荷物専用昇降機における機械室の点検用コ
ンセント

• 油圧エレベーターにおける機械室内の状況並び
に照明装置及び換気設備等の防油堤の状況、
標識の状況及び消火設備の状況

昇降機

令和６年６月28日公布 令和７年７月１日施行
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